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令和３年度 第１回新居浜市地域公共交通活性化協議会 

次   第 
 

○日時  令和３年６月２２日（火）１３：３０～ 

○場所  新居浜市役所 ３階 応接会議室  

 

  １．開 会 

    

  ２．報告事項 

   （１）新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響と 
新居浜市の交通事業者への支援策について 

 

３．協議事項      

（１）令和２年度事業報告及び決算の承認について 

 
（２）生活交通確保維持改善計画(令和４～６年度分)の 

策定について 
 

４．その他     

   （１）公共交通網の見直しについて 
 
   （２）年間スケジュールについて 
        
 

５．閉 会 
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   新居浜市地域公共交通活性化協議会委員名簿 

条項 役員 機関・団体 役職名 氏名 

法 
第６条
第２項
第 1 号 

規約 
第５条 
第１項
第１号 

会 長 

新居浜市 

副市長 加藤 龍彦 

 経済部長 宮崎 司 

法 
第６条
第２項
第 2 号 

 

規約 
第５条
第１項
第２号 

 新居地区旅客自動車協同組
合 

代表理事 渡部 光男 

 
愛媛県ハイヤー・タクシー協
会 

専務理事 田所 秀志 

 瀬戸内運輸株式会社 専務取締役 門田 正孝 

 愛媛県バス協会 専務理事 稲荷 和重 

 四国旅客鉄道株式会社 愛媛企画部長 窪 仁志 

規約 
第５条
第１項
第３号 

 愛媛県東予地方局建設部 建設企画課長 森 敦郎 

 国土交通省四国地方整備局 
松山河川国道事務所 

副所長 中野 晴樹 

法 
第６条
第２項
第３号 

規約 
第５条
第１項
第４号 

 新居浜警察署 交通課長 井上 哲也 

規約 
第５条
第１項
第５号 

副会長 新居浜市連合自治会 理事 星加 勝一 

 新居浜市老人クラブ連合会 会長 鈴木 英次 

 新居浜市女性連合協議会 会長 丹 絹子 

規約 
第５条
第１項
第６号 

監 事 新居浜市社会福祉協議会 事務局次長 越智 千鶴子 

監 事 新居浜商工会議所 
総合企画部 
担当部長 

吉村 卓代 

 新居浜市医師会 理事 永易 大典 

 瀬戸内運輸労働組合 執行委員長 砂田 篤志 

 
愛媛県東予地方局 
地域産業振興部 

地域政策課長 梶村 典久 

 
国土交通省四国運輸局 
愛媛運輸支局 

首席運輸企画
専門官 
(輸送・監査) 

菊池 勝二 

 
首席運輸企画
専門官 
(総務・企画観光) 

西山 保幸 

 
 
事務局 

事務局長 新居浜市経済部地域交通課 課長 神野 幸彦 

事業担当 新居浜市経済部地域交通課 主幹 安永 亮浩 

事業担当・出納員 新居浜市経済部地域交通課 係長 宝田 直樹 
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報告事項  

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響と 
新居浜市の交通事業者への支援策について 

 

１ 新居浜市内の公共交通への影響について 

  ・路線バスおよびデマンドタクシー利用状況 ・・・ 別紙参照 

 

 

２ 新居浜市の支援策  

 （１）令和２年度 

  ・新居浜市タクシー事業者応援給付金 

   概要 市内各種施設の休業や外出自粛の要請により、利用者の減少など大きな影

響を受けた（令和２年４月から９月までの間でいずれかのひと月で前年同

月比５割以上売上げが減少）市内タクシー事業者に対し１台あたり５万円

の給付金を支給。 

   実績 ６社 ８４台分 4,200,000 円を支給 

 

   ・タクシー事業者フードデリバリーサービス事業補助金 

   概要 タクシーの需要増加を図るため、フードデリバリーサービスを行うタクシ

ー事業者に対し補助金を支出。対象経費は、サービス開始に要したシステ

ムの導入・維持費（上限 340 千円）、消耗品費（上限 50千円）、運送費 

（1回あたり 1,500 円）。 

   実績 事業実施期間 令和２年６月下旬～９月３０日  配送実績 486 回 

      ６社に対し 2,907,110 円を補助 

 

 （２）令和３年度 

   ・新居浜市地域商品券発行事業 

   概要 

    新型コロナウイルス感染症の影響による市内飲食・小売り・サービス業の売り

上げ減少を受け、プレミアム付商品券の発行により市民の消費喚起を図る。 

1 世帯につき 1万 3千円（飲食 8千円、共通 5千円）分の商品券を 1万円で販

売（共通券は交通事業者も対象）。 

    販売期間：6/14～8/31  利用期間：6/28～9/30 

 

※いずれも国の地方創生臨時交付金を活用 
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協議事項（１）  
令和２年度事業報告及び決算の承認について 

 

１ 令和２年度事業報告 

 

（１）地域公共交通総合連携計画に位置付けられた事業の実施 

・デマンドタクシー運行事業 

デマンドタクシー（愛称「おでかけタクシー」）の運行を実施した。 

デマンドタクシーの登録・利用促進のため、市政だより、出前講座等による広

報活動を実施した。 

 

    令和２年度末現在の利用・登録状況は、別紙のとおりである。 

     

（２）地域公共交通確保維持改善事業に係る協議 

地域公共交通確保改善事業費補助金（地域内フィーダー系統）の申請に必要な生

活交通確保維持改善計画を策定し、実施事業に対する評価を行った。 

 

（３）会議の開催状況 

 〇第１回協議会（令和２年６月２９日 開催）  

  ・役員の選出について 

  ・新居浜市地域交通活性化協議会規約の改正について 

  ・令和元年度事業報告及び決算の承認について 

・生活交通確保維持改善計画（令和 3～5年度分）の策定について 

・年間スケジュールについて 

 

 〇第２回協議会（令和３年１月  書面開催） 

  ・令和２年度地域公共交通確保維持改善事業（令和元年１０月～令和２年９月分

の事業評価について 

・新居浜市地域公共交通網形成計画における目標の達成状況等について 

 

    

 〇第３回協議会（令和３年３月  書面開催） 

  ・令和２年度事業報告について 

・令和３年度事業計画について 

  ・令和３年収支予算について 

    ・令和３年度からの新体制について 
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デマンドタクシー利用・登録状況（令和３年３月末現在） 
 

○登録者数（３月末日現在） 
 上部西エリア ９０１世帯 １，３３３人 

 上部東エリア ７８９世帯 １，１９０人 

 川東エリア  ７９０世帯 １，２０４人   計 ２，４８０世帯 ３，７２７人 

 ※男女構成 男性 １，２３９人（３３．０％） 女性 ２，４８８人（６７．０％） 

 ※年齢構成 50 代まで ３６５人（１０．０％） 60 代以上 ３，３６３人（９０．０％） 

 

 令和２年度上半期(4 月～9月) 計（運行日数 平日 122 日、土曜日 26 日） 
                 ※運行日数は 135 日で計算（土曜日を半日換算） 

エリア 末日登録者数 利用者数 1 日利用者数 運行台数 1 台利用者数 

上部西エリア １,３０２人 ２,６１６人 １９．３人 １,４８１台 １．７人 

上部東エリア １,１６２人 ３,６７０人 ２７．２人 １,６３５台 ２．２人 

川東エリア １,１７８人 ２,０３０人 １５．０人 １,３９２台 １．４人 

 ３,６４２人 ８,３１６人 ６１．６人 ４,５０８台 １．８人 
※利用者内訳 大人 2,152 人・大人割引者 6,122 人 

小人 12 人・小人割引者 10 人・無料乳幼児 20 人 
割引内訳 障がい者割引本人 2,364 人･介助人 113 人 

療育手帳本人 69 人・被爆者健康手帳本人 1人 
特定疾患割引本人 47 人・運転免許自主返納者割引 3,528 人 

利用料収入 2,610,800 円 
 
令和２年度下半期(10 月～3月) 計（運行日数 平日 119 日、土曜日 24 日） 
                ※運行日数は 131 日で計算（土曜日を半日換算） 

エリア 末日登録者数 利用者数 1 日利用者数 運行台数 1 台利用者数 

上部西エリア １,３３３人 ２,８１７人 ２１．５人 １,５１６台 １．９人 

上部東エリア １,１９０人 ３,８５９人 ２９．５人 １,６７２台 ２．３人 

川東エリア １,２０４人 ２,１４３人 １６．３人 １,５０３台 １．４人 

 ３,７２７人 ８,８１９人 ６７．３人 ４,６９１台 １．９人 
※利用者内訳 大人 2,271 人・大人割引者 6,453 人 

小人 12 人・小人割引者 7人・無料乳幼児 76 人 
割引内訳 障がい者割引本人 2,241 人･介助人 75 人 

療育手帳本人 111 人・被爆者健康手帳本人 1人 
特定疾患割引本人 67 人・運転免許自主返納者割引 3,958 人 

利用料収入 2,752,660 円 
 

令和２年度  計（運行日数 平日 241 日、土曜日 50 日） 
        ※運行日数は 266 日で計算（土曜日を半日換算） 

エリア 末日登録者数 利用者数 1 日利用者数 運行台数 1 台利用者数 
上部西エリア １,３３３人 ５,４３３人 ２０．４人 ２,９９７台 １．８人 

上部東エリア １,１９０人 ７,５２９人 ２８．３人 ３,３０７台 ２．３人 

川東エリア １,２０４人 ４,１７３人 １５．６人 ２,８９５台 １．４人 

 ３,７２７人 １７,１３５人 ６４．４人 ９,１９９台 １．９人 

※利用者内訳 大人 4,423 人・大人割引者 12,575 人 
小人 24 人・小人割引者 17 人・無料乳幼児 96 人 
割引内訳 障がい者割引本人 4,605 人･介助人 188 人 

療育手帳本人 180 人・被爆者健康手帳本人 2人 
特定疾患割引本人 114 人・運転免許自主返納者割引 7,486 人 

利用料収入 5,363,460 円 
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２ 令和２年度収支決算書 

 

【収入の部】                                 単位：円 

区 分 予算額 決算額 摘  要 

款 項 目    

負担金 負担金 負担金 18,038,760     18,038,747  新居浜市負担金 

諸収入 諸収入 雑 入 0 13 預金利息金利息      13 円 

  合  計 18,038,760       18,038,760  

 

【支出の部】                               単位：円 

区 分 予算額 決算額 摘  要 

款 項 目    

事務費 

 

 

 

事務費 

事

務

費 

 

 

 

事務費 

事

務

費 

56,500       56,500 

委員出席謝礼 40,000 円 

（1 回、@5,000×延べ 8 人） 

＊3 回目は書面開催 

次亜塩素酸水代 9,900 円 

振込手数料   6,600 円 

事業費 事業費 事業費 17,982,260 17,982,260 

 

ﾃﾞﾏﾝﾄﾞﾀｸｼｰ運行事業費 

運行業務 計 30,172,720 円  ① 

・運行業務  @3,280×9,199 台 

 

地域公共交通確保維持改善事業費 

補助 6,827,000 円  ② 

 

利用料収入 5,363,460 円 ③  

 大人@500×4,423 人＝2,211,500 円 

大人割引者@250×12,575 人 

         ＝3,143,750 円 

子供＠250×24 人 ＝  6,000 円 

子供割引者＠130×17 人＝2,210 円 

①－②－③＝17,982,260 円 

合  計 18,038,760       18,038,760  
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協議事項（２）                     

                                     

生活交通確保維持改善計画(地域内フィーダー系統確保維持計画) 

(令和４～６年度分)の策定について 

 

生活交通確保維持改善計画（案） 

（地域公共交通確保維持事業のうち地域内フィーダー系統関係） 

生活交通確保維持改善計画の名称 
 

 新居浜市地域内フィーダー系統確保維持計画 

 

１．地域公共交通確保維持事業に係る目的・必要性 

 

（１）目的 

    バス交通空白地域へデマンド型乗り合いタクシーを導入し、高齢社会に対応し、高

齢者などの交通弱者の通院や買い物の移動手段を確保し、誰もが便利に使える公共交

通を構築することを目的とする。 

（２）必要性 

本市は、バス交通の利用できない地域が人口ベースで約４０％と高い割合となって

おり、市内の移動は自動車交通に依存している。また、高齢化の進展により、今後、

自動車利用のできない若しくはしない人が増加し、その人たちの移動手段の確保が重

要な課題となってくることが明らかであることから、バス交通空白地域へデマンド型

乗り合いタクシーを導入し、高齢社会に対応し、高齢者などの交通弱者のための市内

公共交通体系を確保・維持することが必要である。 

 

２．地域公共交通確保維持事業の定量的な目標・効果 

（１）事業の目標 

 

年  度 目  標 

令和４年度 
デマンド交通の交通結節点への年間利用者数を 2,600 人 

（令和２年度実績）以上とする。 

令和５年度 
デマンド交通の交通結節点への年間利用者数を前年度比で

増加させる。 

令和６年度 
デマンド交通の交通結節点への年間利用者数を前年度比で

増加させる。 

 

（新居浜市地域公共交通網形成計画 Ｐ４５～４６ 参照） 
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（２）事業の効果 

デマンド型乗り合いタクシーを運行することにより、バス交通空白地域の解消が図られ

るとともに、高齢者などの交通弱者の通院や買い物といった日常生活に不可欠な移動手段

が確保される。また、拠点へのアクセスを確保することにより、公共交通軸のネットワー

クが連携することで、外出促進にもつながる効率的な運行体系が実現でき、誰もが便利に

使える公共交通が構築される。 

 

３．２．の目標を達成するために行う事業及びその実施主体 

・市政だより等による広報活動やデマンド型乗り合いタクシーに関する出前講座を積極的  

 に実施する。（新居浜市） 

 ・新居浜市地域公共交通網形成計画中の取組施策を実施する。（新居浜市） 

４．地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び 

運行予定者 
 
地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱「表１」を添付 
 

（１）運行エリア（利用対象区域） 
    川東エリア、上部東エリア、上部西エリア 
（２）運行形態 
    登録制、予約制、乗り合いでエリア内を結ぶ、デマンド型乗り合いタクシーとする。 
（３）行き先として指定できる施設 
      ・交通結節点(バス停留所・駅・港等) 

・医療・福祉施設(病院・診療所、歯科医院、介護施設等) 
・金融機関(銀行、金庫、農協、郵便局等) 
・商業施設(理美容室、各種小売店、飲食店等) 
・保育・教育施設(保育所、幼稚園、小・中・高校等) 
・公共施設(支所､公民館､福祉施設､公園､文化・スポーツ施設､環境・衛生施設等) 
・その他、新居浜市地域公共交通活性化協議会が認める施設（新居浜駅など、エリア
外を含めて設定） 

（４）運行日、運行時間帯 
月曜日～金曜日（日曜・祝休日は運休） 

     ①9:00～②10:00～③11:00～④12:00～⑤13:00～⑥14:00～⑦15:00～⑧16:00～ 
    土曜日 
     ①9:00～②10:00～③11:00～④12:00～⑤13:00～ 
（５）利用料金 

大人（中学生以上）1回乗車 ５００円（障がい者等割引者は半額）  
小人（小学生以下）1回乗車 ２５０円（障がい者等割引者は半額） 
※未就学児は、１歳未満は無料、１歳以上は保護者１人につき１人無料   

（６）利用方法 
事前に利用登録を行い、電話予約等により配車 

（７）運行台数 
セダン型タクシー（定員４人）  
月曜日～金曜日（１～６便）２台×３エリア、（７・８便）１台×３エリア 
土曜日（１～５便）２台×３エリア 

（８）運送予定者 
平成 23年 1月 11日から平成 26年 9月 30日の間の試験運行を市内の全タクシー事

業者が加盟する新居地区旅客自動車協同組合に委託し、受託者側において、事業所の
位置等を考慮し、協議により次の事業者を決定していただいた。以後、運行状況は良
好であったことから、平成 30 年 10 月以降も、引き続き同事業所による運行を実施す
ることを、協議会において承認した。 
・川東エリア  有限会社 東雲タクシー 
・上部東エリア 有限会社 光タクシー 
・上部西エリア 中萩タクシー 有限会社 
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５．地域公共交通確保維持事業に要する費用の負担者 

・新居浜市 

・事業者（有限会社 東雲タクシー・有限会社 光タクシー・中萩タクシー 有限会社） 

  新居浜市から運行事業者への負担金額については、運行収入及び国庫補助金を運行経費

から差し引いた差額分を負担することとしている。  

 

６．補助金の交付を受けようとする補助対象事業者の名称 

・川東エリア  有限会社 東雲タクシー 

 ・上部東エリア 有限会社 光タクシー 

 ・上部西エリア 中萩タクシー有限会社 

 

７．補助を受けようとする手続きに係る利用状況等の継続的な測定方法 

 【活性化法法定協議会を補助対象事業者とする場合のみ】 

 

（活性化法定協議会を補助対象事業者としないため、記入不要） 

 

８．別表１の補助対象事業の基準二ただし書に基づき、協議会が平日１日当たりの運

行回数が３回以上で足りると認めた系統の概要 

【地域間幹線系統のみ】 

 

※該当なし 

 

９．別表１の補助対象事業の基準ハに基づき、協議会が「広域行政圏の中心市町村に

準ずる生活基盤が整備されている」認めた市町村の一覧 

【地域間幹線系統のみ】 

 

※該当なし 

 

10．生産性向上の取組に係る取組内容、実施主体、定量的な効果目標、実施時期 

及びその他特記事項 

【地域間幹線系統のみ】 

 

※該当なし 

 

11．外客来訪促進計画との整合性 

【外客来訪促進計画が策定されている場合のみ】 

 

※該当なし 
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12．地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要 

【地域内フィーダー系統のみ】 

 

地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱「表５」を添付。 

 

13．車両の取得に係る目的・必要性 

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けよう

とする場合のみ】 
 

※該当なし 

 

14．車両の取得に係る定量的な目標・効果 

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けよう

とする場合のみ】 

I. （１）事業の目標 
 

※該当なし 

 

（２）事業の効果 

 

※該当なし 

 

 

15．車両の取得計画の概要及び車両の取得を行う事業者、要する費用の負担者【車両

減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けようとす

る場合のみ】 

 

※該当なし 

 

 

16．老朽更新の代替による費用の削減等による地域公共交通確保維持事業における収

支の改善に係る計画（車両の代替による費用削減等の内容、代替車両を活用した

利用促進策） 

【公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

 

 

※該当なし 
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17．協議会の開催状況と主な議論  

・平成２２年１１月 ９日  協議会設立、22 年度試験運行について合意 

  ・平成２２年１２月１４日  地域公共交通総合連携計画について議論 

  ・平成２３年 ３月２４日  地域公共交通総合連携計画を承認し、23 年 4月～9 月の 

運行計画、全体計画を合意 

  ・平成２３年 ６月２９日   23 年 10 月～24 年 9 月までの運行計画を合意 

 ・平成２３年 ９月２０日  23、24 年度補助事業に係るネットワーク計画を策定 

・平成２４年 ３月２１日    24 年度補助金に係る変更認定申請について協議 

・平成２４年 ３月２８日  23 年度、24 年度補助事業に係る事業評価を実施 

・平成２４年 ６月１９日  24 年度補助金に係る変更認定申請について協議 

・平成２４年 ６月２８日   25 年度補助事業に係るネットワーク計画を策定 

・平成２４年１１月２０日  26 年 10 月以降の運行について協議 

   ・平成２５年 ３月２５日  25 年度補助事業に係る事業評価を実施 

   ・平成２５年 ６月２６日  26 年度補助事業に係るネットワーク計画を策定 

  ・平成２５年１１月１１日  25 年 10 月以降のエリア拡大について協議 

  ・平成２６年 ２月２０日  26 年 10 月以降の運行について協議 

  ・平成２６年 ３月２８日  地域公共交通総合連携計画変更を承認し、26 年 10 月以降の運行計

画を合意 

・平成２６年 ６月２３日  27 年度補助事業に係るネットワーク計画を策定 

  ・平成２６年 ８月２５日  愛称の選定及び 26 年 10 月以降の本格運行について協議 

  ・平成２７年 １月２０日  26 年度補助事業に係る事業評価を実施 

  ・平成２７年 ３月２３日  27 年度事業計画等について協議 

  ・平成２７年 ６月１６日  28 年度補助事業に係る確保維持改善計画を策定 

・平成２７年 ９月１８日  ﾃﾞﾏﾝﾄﾞﾀｸｼｰｱﾝｹｰﾄ調査について協議 

  ・平成２８年 １月１８日  27 年度補助事業に係る事業評価を実施 

  ・平成２８年 ３月２３日  28 年度事業計画等について協議 

  ・平成２８年 ６月２８日  29 年度補助事業に係る確保維持改善計画を策定 

  ・平成２９年 １月２４日  28 年度補助事業に係る事業評価を実施 

・平成２９年 ３月２８日  29 年度事業計画等について協議 

 ・平成２９年 ６月２７日  30 年度補助事業に係る確保維持改善計画を策定 

  ・平成２９年 ９月２９日  ﾃﾞﾏﾝﾄﾞﾀｸｼｰ（上部東ｴﾘｱ）運送区間について協議 

  ・平成２９年１２月 １日  地域公共交通網形成計画について協議 

  ・平成３０年 １月１９日  29 年度補助事業に係る事業評価を実施 

  ・平成３０年 ３月２７日  30 年度事業計画等について協議、地域公共交通網形成計画を承認 

  ・平成３０年 ６月２２日  31 年度補助事業に係る確保維持改善計画を策定 

  ・平成３１年 １月２３日  29、30 年度補助事業に係る事業評価を実施 

・平成３１年 ３月２６日  31 年度事業計画等について協議 

・令和 元年 ６月２６日  令和 2年度補助事業に係る確保維持改善計画を策定 

・令和 ２年 １月２３日  令和元年度補助事業に係る事業評価を実施 

・令和 ２年 ３月３０日  令和 2年度事業計画等について協議（書面開催） 

・令和 ２年 ６月２９日  令和 3年度補助事業に係る確保維持改善計画を策定 

・令和 ３年 １月２０日  令和 2年度補助事業に係る事業評価を実施（書面審議） 

・令和 ３年 ３月２９日  令和 3年度事業計画等について協議（書面審議） 

・令和 ３年 ６月２２日  令和 4年度補助事業に係る確保維持改善計画を策定 
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18．利用者等の意見の反映状況 

・新居浜市地域公共交通活性化協議会に、住民、地域公共交通の利用者が参画して、意

見を反映。 

・利用対象者に対して「新たな公共交通の導入に関する調査」を実施して、計画作りに

反映。 

※平成２１年９月～１２月、市内のバス公共交通空白地域のうち、中心市街地から 

 離れている荷内・阿島、船木、大生院・萩生地域の２５自治会で訪問調査。 

（訪問世帯数 2,614 調査世帯数 1,498 調査率 57.3％） 

  ・新居浜市地域公共交通総合連携計画（案）について、市ホームページ、市内公共施設

で公表し、パブリック・コメントを平成２３年１月４日から平成２３年１月２８日ま

で行い、意見を反映。 

  ・平成２３年４月、３月２８日現在の登録者３８７人を対象としたアンケートを行い、

意見を反映。 

  ・平成２４年８月、７月末現在の 20 歳以上の登録者７０２人及び利用対象地域の単位

自治会長５８人を対象としたアンケートを行い、意見を反映。 

  ・平成２６年１月、平成２５年１２月末現在の登録世帯９９０世帯及び２０歳以上の市

民２，０００人（無作為抽出）を対象としたアンケートを行い、意見を反映。 

  ・平成２７年１０月、８月末現在の登録世帯１５１２世帯を対象としたアンケートを行

い、意見を反映。 

  ・平成２８年１０月、アンケート結果の分析を行い、新たに土曜日（１～５便）の運行

を開始。 

  ・平成３０年４月、城下地区を上部東エリアの利用登録可能地区として追加。 

 

 

 

19．協議会メンバーの構成員 

関係都道府県 愛媛県東予地方局 建設部・地域産業振興部 

関係市区町村 新居浜市副市長（統括）、新居浜市経済部長 

交通事業者・交通

施設管理者等 

新居地区旅客自動車協同組合、愛媛県ハイヤー・タクシー協会、瀬戸内

運輸株式会社、社団法人愛媛県バス協会、四国旅客鉄道株式会社、国土

交通省四国地方整備局松山河川国道事務所、愛媛県東予地方局建設部、

新居浜警察署 

地方運輸局 国土交通省四国運輸局愛媛運輸支局 

その他協議会が必

要と認める者 

新居浜商工会議所、新居浜市医師会、瀬戸内運輸労働組合、新居浜市連

合自治会、新居浜市老人クラブ連合会、新居浜市女性連合協議会、愛媛

県東予地方局地域産業振興部（再掲） 
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16 

 

表１添付書類 

運行予定系統を示した地図 
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年間スケジュールについて 

 
 令和３年度の会議開催は、４回を予定しますが、状況により変更する場合があります。 

年 月 会 議 事 業 

R2 ４   

 

 

 

ﾃﾞﾏﾝﾄﾞﾀｸｼｰ運行事業 

５  

６ ●第１回会議 
・令和２年度事業報告及び決算の承認 
・生活交通確保維持改善計画の策定について 

７  

８  

９ ●第２回会議 
・新居浜市地域公共交通網形成計画における目標
の達成状況等について 

10  

11  

12  

R3 １ ●第３回会議 
・地域公共交通確保維持改善事業に係る評価 

２  

３ ●第４回会議 
・令和３年度事業計画及び予算の決定 

※デマンドタクシーの出前講座については、随時実施予定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他（２） 
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参考資料 
 

地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱（抜粋） 

令和３年４月５日改定 

第１編 共通事項 

 

（目的） 

第１条 この補助金は、生活交通の存続が危機に瀕している地域等において、地域の特 

性・実情に最適な移動手段が提供され、また、バリアフリー化やより制約の少ないシ 

ステムの導入等移動に当たっての様々な障害の解消等がされるよう、地域公共交通の 

確保・維持・改善を支援することを目的とする。 

 

（定義等） 

第２条 この要綱において、次に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによる。 

一 「生活交通確保維持改善計画」とは、地域公共交通の確保・維持・改善のために、 

都道府県、市区町村、交通事業者若しくは交通施設の管理者等からなる協議会（第 

３条第２項を除き、以下「協議会」という。）又は都道府県若しくは市区町村が、地 

域の生活交通の実情のニーズを的確に把握しつつ、当該協議会での議論を経て策定 

する地域の特性・実情に応じた最適の移動手段の提供、バリアフリー化やより制約 

の少ないシステムの導入等移動に当たっての様々な障害の解消等を図るための取組 

についての計画をいう。 

二 「地域公共交通確保維持事業」とは、地域公共交通の存続が危機に瀕している地 

域において地域の特性・実状に最適な交通手段を確保・維持するために、地域公共 

交通の活性化及び再生に関する法律（平成１９年法律第５９号。以下「活性化法」 

という。）第５条第１項に規定する地域公共交通計画又は生活交通確保維持改善計画 

（当該計画に代えて策定される離島航路確保維持計画及び離島航空路確保維持計画 

を含む。）に基づいて実施される事業をいう。 

 

（協議会） 

第３条 前条第１項第一号の協議会は、以下の者によって構成される。 

一 関係する都道府県又は市区町村 

二 関係する交通事業者又は交通施設管理者等 

三 地方運輸局（神戸運輸監理部及び沖縄総合事務局を含む。以下「地方運輸局等」

という。）又は地方航空局 

四 その他地域の生活交通の実状、その確保・維持・改善の取組に精通する者等協議

会が必要と認める者 

（中略） 

５ 協議会は、補助対象事業ごとに補助対象事業について評価を行い、その結果につい

て地方運輸局又は地方航空局の長に報告しなければならない。 
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第２編 地域公共交通確保維持事業 

 

第１章 陸上交通 

第２節 地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金 

 

（補助対象事業者等） 

第１５条 本節における補助対象事業者は、活性化法法定協議会とする。 

２ 大臣は、予算の範囲内において、次条の補助対象事業に係る補助対象経費の１／２ 

に相当する額以内の額を、補助対象事業者に対し交付する。ただし、災害等の予期し 

ない事由により欠損が増大した場合その他特に調整を必要とする場合には、予算の範 

囲内で額を増減することができる。 

 

（補助対象事業の基準） 

第１６条 本節における補助対象事業は、別表７に定める要件に適合する運行系統に係 

る運行であって、かつ、別表８に定めるところにより補助対象経費の額が算定される 

ものとする。 

２ 前項の規定は、利便増進計画に基づいて、地域内フィーダー系統と位置付けられた 

運行系統については、当該計画に実施予定期間として定められた期間中に限り、「別 

表７」とあるのは「別表９」と読み替えるものとする。 

３ 第１項の規定は、運送継続計画に基づいて、地域内フィーダー系統と位置付けられ 

た運行系統については、当該計画に実施予定期間として定められた期間中に限り、「別 

表７」とあるのは「別表１０」と読み替えるものとする。 

 

（地域公共交通計画） 

第１７条 陸上交通（地域内フィーダー系統）に係る地域公共交通確保維持事業（以下 

この条において単に「地域公共交通確保維持事業」という。）を行う場合は、地域公 

共交通計画に、当該地域公共交通計画の計画期間内における次に掲げる事項について 

具体的に記載するものとする。 

一 地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の地域の公共交 

通における位置付け・役割 

二 前号を踏まえた地域公共交通確保維持事業の必要性 

三 地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統に係る事業及び 

実施主体の概要 

四 地域公共交通計画の区域内全体における地域旅客運送サービスの利用者の数、収 

支、費用に係る国又は地方公共団体の支出の額その他の定量的な目標・効果及びそ 

の評価手法 
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２ 前項の地域公共交通計画には、次に掲げる事項について具体的に記載した書類を添 

付するものとする。 

一 地域公共交通確保維持事業の内容及び実施主体に関する詳細 

二 前項第一号の運行系統の概要及び運送予定者 

三 前項第一号の運行系統の利用者の数、収支、費用に係る国又は地方公共団体の支 

出の額その他の定量的な目標・効果及びその評価手法・測定方法 

四 地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額 

３ 第１６条第２項又は第３項の規定による補助対象事業の基準の特例を受けようとす 

る場合においては、第１項及び第２項の規定にかかわらず、第１項及び第２項に掲げ 

る事項のうち利便増進計画又は運送継続計画に記載された事項については、記載を省 

略することができる。 
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